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平成15年３月24日訓令第７号 

六ヶ所村工事監督職員事務規程 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、村が発注する建設工事（以下「工事」という。）の監督職員に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

（監督職員の指名） 

第２条 契約担当者（村長又は村長の委任を受けて工事の請負契約に関する事務を担当する職員をい

う。以下同じ。）は、工事ごとに監督を行う職員（以下「監督職員」という。）を指名しなければ

ならない。 

２ 契約担当者は、前項の監督職員を指名したときは、速やかに請負者にその氏名を通知（様式第１

号）しなければならない。 

（監督業務の委託） 

第３条 契約担当者は、工事について、特に専門的な知識若しくは特殊な技能を必要とするとき、又

はその他の理由により前条の村職員により監督を行うことが適当でないと認めるときは、村職員以

外の者に監督を委託することができる。この場合において、調書その他監督内容を明確にした書類

等を提出させなければならない。 

（監督の方法） 

第４条 監督職員は、契約書、設計図書、仕様書、その他の関係書類に基づき、立会い、指示その他

の方法によって厳正かつ公平に監督を行わなければならない。 

２ 監督職員は、工事についての関係法令等を熟知するように努めなければならない。 

（契約担当者の指示等） 

第５条 契約担当者は、監督職員から報告を受けた監督状況で、是正を要するものについては、速や

かにその措置を指示し、又は必要と認める場合は、自ら立ち会わなければならない。 

（現場状況の把握） 

第６条 監督職員は、請負者に対し適切な指示が与えられるよう、工事現場等の状況を把握しなけれ

ばならない。 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第７条 監督職員は、現場の施行にあたり、請負者より現場代理人等届（様式第２号）を提出させな

ければならない。 

（細部設計図及び原寸図） 

第８条 監督職員は、必要があると認めるときは、設計図書に基づき細部設計図又は原寸図書を作成

して請負者に交付し、又は請負者の作成したこれらの図書を検査して承認を与えなければならない。 

（材料等の検査） 

第９条 監督職員は、設計図書等において検査を受けて使用すべきものと指定された工事材料等につ

いて、品名、規格、品質及び数量を厳正に検査しなければならない。 

２ 検査の結果合格した工事材料等は、仕分けその他の表示方法により他の物と明確に区別し、不合

格品については、遅滞なく良品と交換させなければならない。 

３ 監督職員は、請負者から調合を要する材料及び見本検査を求められたときは、直ちに当該調合の

立会い及び検査に応じなければならない。 

（改造の指示） 

第10条 監督職員は、工事の施工が設計図書に適合しないと認めたときは、厳重に注意し、速やかに

改造を命じなければならない。 

（設計図書の疑義） 

第11条 監督職員は、工事の施工に当たり、設計図書と工事現場の状態が一致しないとき、設計図書

に誤り、脱漏があるとき、若しくは地盤等について予期できなかった状態を発見したとき、又はこ

れらについて請負者から協議を受けたときは、軽微なもので明らかに判定がつくものについては指

示を与え、その他のものについては契約担当者に報告して指示を受けなければならない。 

（破壊等による検査） 

第12条 監督職員は、請負者が設計図書で指定した立会い及び検査を経ないで工事を施工し、外部か

らの観察等により当該施工の適否を確認することが困難な場合は、必要に応じて破壊等の方法によ
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り検査しなければならない。 

（工事の変更及び中止） 

第13条 監督職員は、工事を変更し、又は一時中止する必要があると認めるときは、直ちにその理由

を付して契約担当者に報告し、指示を受けなければならない。 

（契約履行の疑義） 

第14条 監督職員は、請負者の契約の履行について疑義が生じたときは、直ちにその事由を調査し、

契約担当者に報告し、指示を受けなければならない。 

（緊急措置） 

第15条 監督職員は、災害防止その他の理由により緊急に請負者に臨機の措置をとらせる必要がある

と認めるときは、契約担当者の指示を受け請負者に対してその措置を指示しなければならない。た

だし、事態が急迫してその暇のないときは、自己の判断によって指示を行い、その顛末を契約担当

者に報告しなければならない。 

２ 監督職員は、請負者から災害防止等の必要のため特に急を要し、独断でとった措置について通知

を受けたときは、意見を付して契約担当者に報告しなければならない。 

（工事目的物の損害） 

第16条 監督職員は、工事目的物若しくは工事材料に損害があったとき、又は工事の施工について第

三者に損害を及ぼしたときは、遅滞なく事実を調査し、意見を付して契約担当者に報告しなければ

ならない。 

（天災その他不可抗力による損害） 

第17条 監督職員は、天災その他不可抗力によって工事の既済部分（工事現場に搬入した検査済工事

材料を含む。）に損害を生じたことを知ったときは、実情を詳細に調査して契約担当者に報告しな

ければならない。 

（検査の立会い） 

第18条 監督職員は、契約担当者から検査を命ぜられた職員（以下「検査職員。」という。）が検査

を行う際立ち会わなければならない。 

（手直しの処置） 

第19条 監督職員は、完成検査の結果手直し等を要するものがあった場合は、その施工を監督しなけ

ればならない。 

（工事成績評定書） 

第20条 監督職員は、工事完成後直ちに厳正に工事成績の評定を行って工事成績評定書を作成し、検

査職員に提出しなければならない。 

（手続き等の省略） 

第21条 特殊な工事、軽易な工事又は緊急を要する工事については、この訓令の一部を省略すること

ができる。 

附 則 

この訓令は、平成15年４月１日の日から施行する。 
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様式第１号（第２条第２項関係） 
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様式第２号（第７条関係） 
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